
「統合報告書2025」発行にあたって

　「統合報告書2025」は、2024年4月にスタートした中期経営計画「integration 1.0」後の目指す
姿「効率的かつ持続可能なサプライチェーンの変革をリードするソリューションプロバイダー」に向
けた現在地および道筋を示すため、①「integration 1.0」1年目のポジション、②ソリューションプロ
バイダーに向けた今後のあゆみ、に焦点を当て作成いたしました。
　「integration 1.0」1年目のポジションについては、基本方針の両輪となる「グループ一体経営の推
進」と「提供価値の拡充」について具体的な取組みを示し、当社の強み・特徴・課題を明確にしています。
　また、ソリューションプロバイダーに向けた今後のあゆみについては、グループ一体経営によりど
のようにシナジーを創出していくのか、当社グループの成長ストーリーを示しています。
　なお、本報告書の制作にあたっては、各関連ガイドラインや過去の報告書に対するアンケート回答
なども参照し、全社横断的に各部門と相互協力しながら編集、取締役会での議論も経たうえで発行し
ています。その作成プロセスは正当であり、記載内容が適切であることを表明します。
　兼松グループは、今後も「統合報告書」を株主や投資家の皆さまをはじめとするすべてのステーク
ホルダーの方々との対話のツールとして活用し、開示の充実と企業価値向上に努めて参ります。
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編集方針
兼松グループでは、IFRS財団「国際統合報告フ
レームワーク」、経済産業省による「価値協創ガ
イダンス」、および国際規格 ISO26000を参照
し、統合思考で捉えた内容として本誌を作成して
います。当社グループへのご理解をより深めるこ
とができましたら幸いです。

将来見通しに関する注意事項
本統合報告書には、兼松グループの今後の計画や戦略など、将来見通
しに関する記述が掲載されています。これらの将来見通しにはリスクや
不確実性が内在しており、実際には、当社グループの事業領域を取り
巻く経済環境や市場環境、為替相場など、様々な要因により記述とは
大きく異なる結果が生じる可能性があります。

報告対象範囲等
発行年月： 2025年9月

対象期間： 2024年4月1日～2025年3月31日
（一部に報告対象期間以前・以後の情報を含みます）

対象組織： 兼松株式会社および兼松グループ

会計基準： 国際会計基準（IFRS）

グループ会社略称：兼松エレクトロニクス株式会社（KEL）
                            兼松サステック株式会社（KSU）
                            兼松コミュニケーションズ株式会社（KCS）
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